
国立大学法人電気通信大学 中期目標 

 

 

                      平成１６年 ５月２６日 文部科学大臣提示 

                      平成１８年 ３月３０日 一部変更 

 

 

（前文） 大学の基本的な目標  
 電気通信大学の目標は、「高度コミュニケーション科学」の諸領域で世界をリー

ドする教育・研究拠点を築き、もって平和で幸福な社会の進歩発展に寄与すること

である。この目標に沿い、国籍、人種、信条、性別、社会的身分の如何を問わず、

国内外の市民及び社会に門戸を広く開放し、２１世紀を担う先駆的な科学者、技術

者、専門職業人を育成する。 
  

本学は、 
ⅰ．教育においては、弛まざる努力と実践を通し、人間性、社会性に優れ、個性を

発揮し、国際感覚に富む人材を育成する。 
ⅱ．研究においては、真理を追究し、先駆をなす科学技術を創造し、その正当・適

切な活用をもって人類の福祉、社会の進歩・発展に貢献する。 
ⅲ．社会との関係においては、地域及び国際社会、産業界、公共機関との連携・協

力関係を密にし、教育・研究の成果を還元・共有する。 
  

中期目標・計画期間には、以下の個別事項に留意した教育・研究を追究し、効率的

で効果的な大学運営に取り組む。  
ⅰ．国境なき知の広場を世界に提供し、その拠点を形成する。 
ⅱ．情報・通信・電子・メカトロニクス・基礎科学等を中心とし、関係諸分野を融

合した「高度コミュニケーション科学」の創成・発展の先導役を果たす。 
ⅲ．継続性が必要な教育と即応性が求められる研究を共に進歩・発展させることの

できる柔軟で機動的な教育・研究体制を追求・維持する。 
ⅳ．自然と人間の共存、環境との調和、科学者技術者倫理や科学技術の社会性等に

配慮した教育・研究を行い、真理の追究、科学技術の進歩と発展、啓蒙に寄与する。 
ⅴ．互恵、共存の精神をもって産業界、国内外の公的・私的諸機関、教育機関、研

究機関と連携、国際援助、国際協力、共同研究を促進し、地域・国際社会に貢献す

る。 
ⅵ．人的・物的資源を適切に配置し、組織、人事、財務、設備、学園環境面で、合

理的で効率よい組織運営体制を構築する。 
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Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期目標の期間 

  平成 1６年４月１日から平成２２年３月３１日まで 

 

２ 教育研究上の基本組織 

  この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、研究科を置く。 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の成果に関する目標 

 本学は、高度コミュニケーション科学に特化した個性と専門性に富む屈指の大学

であることの自認の下に、科学・技術分野で、基礎学力と体験によって培われた実

践力ある人材を育成する。一方、教育の成果を国際的なものとするため、門戸を世

界に開き、学習能力が高く個性ある学生を広く国内外に求め、判断力、洞察力、理

解力、柔軟性、適応性等に秀でた世界水準の人材の育成を目指す。 

 
 ★教養教育の教育目標 
教養教育では、科学・技術と政治、経済、社会との不可分性に鑑み、学際の知識と

社会への適応性を涵養する。ここでは、主に技術教育とは違った人間教育、専門課

程の前段階の知識でも個別領域の知識の獲得でもない人間教育、人生の糧となる無

形の財産、つまるところ、“文化”の体得を目指す。 
 
 ★学士課程の教育目標 
学士課程では、専門基礎学力の重視の上に、専門領域にとらわれない統合的かつ開

かれた知を追求することにより、社会や産業構造の変化に柔軟に適応し、的確な判

断力、国際感覚等に優れ、個性と独創性に富んだ科学技術者を育成する。 
 

 ★大学院課程の教育目標 

博士前期課程では、確固たる基礎学力の上に、実践力に優れ、創造性を備えた指導

的専門家、職業人を育成する。 
博士後期課程では、世界最高水準の研究を追究し、国際舞台に通用する研究者、高

度開発技術者を育成する。 
 

 ★卒業後の進路等に関する目標 

 学士課程では、その大半を企業での中核を担う技術者を育成する。博士前期課程では、
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実践力のある専門家、職業人を育成し、国内外を問わず産業界の広い分野での活躍を期

待するとともに、起業家精神に秀でた人材を育成する。博士後期課程では、国、産業界、

大学で活躍する問題解決、課題追究型の開発技術者、研究者を育成する。 

 

（２）教育内容等に関する目標 

系統性のあるカリキュラム編成、効果的な教育方法、厳格・厳正な成績評価をも

って、内容、質ともに、世界水準の高等教育を目指す。 
 

 ★アドミッション・ポリシーに関する基本方針 
入学者の受け入れ方針を明示、広報し、社会人、外国人にも門戸を広く開放する。

また、専門の異なる分野や他大学からの学生、潜在能力に優れた学生を積極的にリ

クルートする体制を整え、国内外からの優秀な頭脳の受け入れを目指す。 
 
 ★教育課程に関する基本方針 

学士課程では、教養教育、専門基礎教育、専門教育のそれぞれが有機的に結びつ

くカリキュラム編成をする。教養教育では、語学教育、特に英語教育を重視し、国

際性のある人材を育成する。また、学生が自力で階段を登るためにカリキュラムを

階層的に編成し、学習意欲を高め、自主的な学習を支援できる体制を整える。 
博士課程では、問題解決型、課題追究型のカリキュラムを編成する。そのため、

学生と教員が協調と相互啓発のもとに研究を推進する体制を強化する。 
 
 ★教育方法に関する基本方針 
 教養教育では、学生同士、学生と教員のふれ合いを図り、双方向の教育を実現し、

知識の獲得に偏向せず、人間性、社会性を高めるような教育をする。専門基礎科目

では、実験・演習を重視し、補習授業やTAを活用した個別指導の徹底を図る。学部
専門教育、博士課程では、教育研究指導体制の一層の充実を図り、特に卒業研究、

修士・博士論文の執筆プロセス、学生のTA・RAの経験、学内外・国内外での論文発
表等を通し、実践力の伴った最高水準の技術者・研究者の育成を目指す。 

 
 ★成績評価等に関する基本方針 
 厳正、かつ、一貫性を備えた成績評価システムをつくり、成績評価基準を明確に

し、ガイドラインを設け、一貫性と厳正さを備えた評価を実施する。そのため、学

生による授業評価、FD、外部評価等を通し、教育の質の向上を図る。 
  

（３）教育の実施体制等に関する目標 

教育を担う教員と支援する職員を有機的、効率的に組織化し、教育環境、教育実
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施体制の充実を図る。 
 
 ★職員の配置の基本方針 

性別、宗教、国籍によらず、適材を適所に配置するとともに、TA、RA、技官、教
務補佐員等の有効活用を促進する。 
教育研究を機動的に行うために学科間、研究科間での教員の教育上の相互協力、

人事上の流動性を高める。 
教養教育では、その企画組織、実施組織、教員組織等で複雑な構造を簡素化し、

一体化して、教育効率の良い体制を整える。 
 
 ★教育環境の整備に関する基本方針 
 学習を支援し、教育効果を向上させるため、図書館の利便性を高めるとともに、

IT技術を駆使した教育環境を整備する。一方、あらゆる意味で「教育は人なり」に
立脚し、学生、教職員を含め、理想的な人的集団の環境形成に努める。 

 

 ★教育の質の改善に関する基本方針 
 教育の質の改善は授業及び学習指導法に依存する。そのため、教員の意識改革とと

もに、教員が教育に専念できる時間を十分に確保し、適切な学習環境を整える。学習

環境は単に物的なものだけでなく、キャンパスに集う人間集団の多様化にも依存する

ので、知的集団を形成する学生、教職員の一層の国際化を図る。  
 

（４）学生への支援に関する目標 

  複雑化、高度化する社会の中で、学生は諸々の問題と直面する。学業を全うする

には、学業以外の学生生活も支援する体制が不可欠であることから、次の目標をも

って学生支援に当たる。 

 

 ★学生支援のための組織体制に関する基本方針 

学生が抱える教育研究、生活上の多面的な問題に対応するため、即応的、総合的

に学生支援ができる組織体制を整える。 

 

 ★学習支援に関する基本方針 

学生の持つ教育研究上、生活上の属性の違いを考慮し、適切な学習支援をするため

の環境を整備する。 

 
 ★生活相談・健康相談等に関する基本方針 

学生生活一般、健康・安全面で学生の持つ諸々の悩み、相談に応えるための体制
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を整え、その機能の強化・充実を図る。 
 

 ★経済的支援、就職支援に関する基本方針 

優秀な学生が経済的理由により学業に支障を来たさないよう、また、有為の人材

の育成と教育の機会均等の実現のために、学生の経済支援の充実を図るとともに、

学生の体得した知識、個性、適性・能力等に適合した就職活動を支援する。 
 

 ★設備環境面の支援に関する基本方針 

充実した学生生活を送るための福利厚生施設やサークル活動等の課外活動を支援

する設備の充実を図る。同時に、身体障害者には教育の機会均等を保証するための

バリアフリー環境を実現するなど、教育研究にふさわしいキャンパス整備計画を策

定し、魅力ある学習環境を整備する。 

 
２ 研究に関する目標 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

  高度コミュニケーション科学に特化した本学の個性を発揮し、ハードサイエンスと

ソフトサイエンスの両面で、学術的にも、社会的にも国際的水準の研究を推進し、

高度コミュニケーション科学の創生と発展を支え、その先進的な研究成果をもって

社会に貢献する。 
 

 ★研究水準に関する目標 

 電気・情報・通信・メカトロニクス・基礎科学等に関わる教育・研究分野におい

て、国際的なCOE拠点の基礎科学形成を目指し、独創的な知を発信し、新技術の創
造に貢献する。 

 

 ★研究成果に関する目標 

研究成果を教育の質の向上に役立てるとともに、開示・共有・活用し、国内外の

社会に還元する。 

基礎研究を重視しつつ、基礎から応用にわたる学術研究によって得られた独創的な

研究成果を知的財産として保護し、効果的な活用によって、大学のもう一つの使命で

ある社会貢献を積極的に進める。 

 

 ★重点的に取り組む領域に関する目標 

 高度コミュニケーション科学に関する基礎及び応用の両面で、人的、物的資源の

有効活用により先導的な役割を果たすことのできるハードサイエンス（物質、エレ

クトロニクス、光科学等）とソフトサイエンス（情報、通信、メカトロニクス等）
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の先駆的研究を推進する。 

 

 ★研究の水準・成果の検証に関する目標 

 科学技術が人類の福祉に貢献するためのものであることの自覚に立ち、その活用

に科学者技術者倫理を追求し、自己点検を行い、研究水準・成果に第三者の評価を

求める。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 科学技術の進歩・発展と歩調を合わせ、常に合理性と柔軟性のある人的、物的資

源の配分を考えた研究実施体制を整備する。 

 

 ★研究実施体制に関する目標 
 変化の激しい社会、日進月歩する科学技術に鑑み、柔軟で機動的な研究実施体制

を構築する。 
 
 ★研究環境に関する目標 
研究を支えるための人的資源、物理的環境、資金面に全学的な支援体制の確立を

目指す。若手研究者の育成を重視し、自由な発想に基づく学問研究、地域・国際社

会との連携、人的交流を促進し、知的な刺激に富んだ研究環境を整える。 
 
 ★資源の配分に関する目標 
研究組織の活性化を促進するために、部局や学科、専攻などの組織にとらわれず

に分野横断的な研究プロジェクトに人材を投入し、奨励的配分や重点的配分を含め、

適切な研究資金の配分法を目指す。 
 
３ その他の目標 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標 

 学問、科学技術の普遍性や有益性、大学の公益性、社会のグローバリゼーション

等に鑑み、本学の貢献を社会に目に見える形にするため、教育・研究を通し、大学

を地域に開放し、産学官との連携を深め、国際社会との協力関係を強化する。 
 

 ★地域社会との連携に関する目標 
地域社会の一員として多摩地区にある団体や都市に教育・研究面で知的貢献をす

る。産学官との研究・開発を推進する。 
 
 ★国際社会との連携に関する目標 
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人材、物、技術を通して国際社会と互恵性のある協力関係を築く。科学技術をベ

ースとして国際社会に奉仕し、それを通し、教育・研究面での貢献をする。 

   
Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

大学の第一義的目標は卓越した教育・研究を通して社会に貢献することにある。こ

の目標を十全に達成するため、教員が教育・研究活動に専念できる体制を整える。

役員、教員、事務職員等が相互協力の下、それぞれの役割を分担し、責任をもって

遂行する運営体制を築く。 
 

 ★効果的な組織運営に関する基本方針 
学長のリーダーシップの下で、権限と責任の適切な分担を行い、役員、部局長、各

センター等の長、学科長、専攻長等の責任を明確にするとともに、その相互連携体

制を構築し、機動性と実効性のある大学運営を行う。 
 

 ★戦略的な学内資源配分等に関する基本方針 
全学的な経営戦略に基づき、適正かつ効果的な資源配分を行う。資源は、部局、研

究グループ、個人等の配分単位に対し等分のもの、教育・研究活動の評価に基づくも

の、公募方式によるもの、学長や部局長等のリーダーシップによる戦略的なもの等、

適切な配分方式により配分する。 
 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

大学の使命、学問と技術の進歩・発展、社会の変化等に対応し、時代の要請に応え

得る柔軟、かつ、機動的な教育研究体制を整備する。 

 

 ★教育研究組織の編成・見直し等に関する基本方針 

教育研究の目標が効果的に達成できるよう、教育・研究組織を不断に見直し、その

整備・改善に努める。 

 

 ★教育研究組織の見直しの方向性に関する基本方針 

本学の標榜する「高度コミュニケーション科学」の発展と、その世界的拠点形成の

実現に向けて、教育研究の個性が発揮しやすい組織に整備する。 

 

３ 人事の適正化に関する目標 

中長期的な人事管理方針に基づき、客観性、透明性のある弾力的人事システムを構

築し、教育研究や業務運営の内容に応じた適切な人材登用・配置を図る。 
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個々の職員の業務に対する評価体制を整備し、能力、業績等を適切に反映する人事

システムを導入するとともに、職務遂行能力向上のための諸施策を講ずる。 
 
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

法人化後の大学運営において、世界的教育研究活動を適切に支援するため、管理運

営業務が適切、迅速かつ的確に行われるよう、事務組織の見直しや事務処理の簡素

化、合理化、効率化を促進する。 
 
Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 総人件費改革に関する目標 

  「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費 

改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。 

 

２ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 

 教育研究を推進し、その成果を確たるものとするため、資金面の基盤強化を図る。

そのため、運営費交付金以外の収入確保に向けた活動を推進し、外部研究資金を導

入し、自己収入を増加させることに努める。 

 

３ 経費の抑制に関する目標 

 自己管理を徹底し、点検・評価システムを有効に機能させ、管理的経費の抑制に

努める。 

 

４ 資産の運用管理の改善に関する目標 
資産の安定的な運用に努め、学内施設の有効活用を図る。 

 
Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 大学の公共性、社会性に鑑み、自らを内外から点検し、教育研究に関わる情報を

公開し、社会に対する説明責任を果たす。 

 

 ★自己点検・評価に関する基本方針 

自己点検・評価及び外部評価（第三者評価）を行うことは大学運営の自主・自律を

担保するための社会的責任と認識し、これに全学的体制で取り組む。 

 

 ★自己点検・評価結果の活用に関する基本方針 
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情報公開を推進し、自己点検・評価結果を内外に公表し、本学の役割を広く社

会に報知するとともに、その社会的責任を明確にし、教育研究、大学運営その他

の諸活動の不断の改善を図る。 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標 

教育研究活動の状況、大学運営等に関する情報を積極的に開示・提供するとともに、

社会に対して図書館情報や学術上価値のある歴史的機器等を公開し、地域社会に対

するサービスの向上を図る。 

 
Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 
 
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標  

  キャンパス内の建物、設備、生活空間は、教育研究を支える重要な要素である。

教育研究の所期の目的を達成するため、これらの継続的な整備を推進する。 
 
 ★施設整備に関する目標 

  施設・設備は、それに関する中長期計画及び施設の有効活用を図るため、施設の点

検・評価の結果を踏まえ、合理的、効率的に整備し、適切な維持保全を行い、安全

の確保に万全を期す。 

  施設整備に当たってはバリアフリー（障壁除去）、環境の保全にも配慮する。 

 
 ★教育環境の整備に関する目標 

  e-Campusのモデル大学を目指し、その実現に向けた環境整備を推進する。 
 
 ★生活環境の整備に関する目標 
  学園生活を快適にする設備、キャンパスの緑化、災害時における地域の避難場所
としての施設環境等を整える。 

 
２ 安全管理に関する目標 
労働安全衛生法（労安法）に基づき規定された業務を遂行するための実務組織と
して、「安全・衛生委員会（仮称）」を設置し、各種安全管理・環境保全関係法規
に則った環境を整備し、施設・設備の設置・改善を行う。 
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別表（学部、研究科等） 

 
 
学 
 
部 

 
 電気通信学部 

 
研

究

科 

 
 電気通信学研究科 
 情報システム学研究科 
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